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１．はじめに 

 

米国の ICS(Incident Command System)に倣って、
わが国では阪神淡路大震災（1995）以降、内閣府に危機

管理室が設置された。これによって、災害対策基本法

（以降、災対法と呼ぶ）発令後の危機管理体制は、欧米

に比べて充分とは言えないものの、整備されてきている。 

一方、災対法発令前及び発令直前の現場対応には、

どのような課題があるのであろうか。例えば、①行政と

報道機関との機関連携はどこまで改善されているのであ

ろうか、②行政・研究者を中心に使われる「自助・共

助」と地域住民による「自主防災組織」との関係は如何

にあるべきなのであろうか。 

本研究は、学際的研究領域である「防災・減災」に

対して土木計画学はどのような貢献ができるのかに留意

しつつ、以下の3点を明らかにするものである。 

1) 「災害情報を出す行政」と「それを住民に伝える報

道機関」との間にある課題を、双方からヒアリング調査

することにより把握するとともに、土木技術者が学ぶべ

き事柄を考察する。 

2) 市民社会が成熟していないわが国における「自助・

共助」の持つ意味について、行政と自主防災組織が抱え

る葛藤をヒアリング調査より把握する。 

3) 火山災害を例にして、「自主防災組織」に役立つ避

難行動シミュレ－タ構築上の留意点をまとめ、交通工

学・交通計画学の課題を明示する。 

 

２．行政－報道機関の連携 

 

被災後の早期復旧を目指すためには、科学者・住

民・報道機関・行政の連携 1）が必要と言われている。 
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我々土木技術者はどのような立場から防災・減災に

関わり、他機関連携を図るべきなのであろうか。一般に

土木技術者は道路・河川などの土木構造物の管理者とし

て存在し、住民に対する行政の責務も明らかである。ま

た、災害という地域単位での公物管理上の課題も、

「国・都道府県・市町村の縦の機関連携」・「道路、河

川などの横の部局間連携」が希薄であると既に指摘され

ている。本章では、災対法発令直前の「行政と報道機関

の連携実態」を双方へのヒアリングから把握し、土木技

術者が学ぶべき事柄を探る。 

 

（１）報道機関：「住民の自主避難は現象」 

2005年10月、日本民間放送連盟災害放送専門部会へ

のヒアリングを行った。その結果は以下の3点であった。 

1) 報道機関の使命は、現場で起こっている被災事実を

説得力ある画像情報などで、いちはやく国民（局地的に

は被災が予想される地域の住民）に伝えることである。 

2) 災対法のもとでは報道機関の情報発信が制限され、

行政の長が発令する「避難勧告」、「避難指示」だけし

か伝えられない。なお、2004年の内閣府決定により避難

勧告・避難指示に「避難の準備をする」・「直ちに避難

する」という定義が与えられ、報道機関はこれを住民に

伝えることができるようになった。しかし、「避難をし

てください（避難指示）」とは言えても「高い所に逃げ

てください」、「車での避難はやめてください」などの

わかりやすい情報提供は許されていない。 

3) 「行政は、空振りしたら批判されるとか、下手をす

るとパニックを招いてしまうなどの理由から、情報発信

を先延ばししている」と報道機関は考えている。例えば

報道機関が行政に「早く避難勧告を出すべき」と指摘し

ても、行政は「住民は自主避難を始めているから要避難

時間はある」と言う。報道機関は「住民の自主避難は現

象」と考えており、行政の自主避難に関わる発言を「災

対法発令への行政の責任放棄」と考えている。 

 

（２）行政：「自主避難は住民の意思」 

2005年10月、2004年台風10号の被災を契機に北海道で

組織された「国・都道府県・市町村の縦の機関連携」で

ある地域防災情報共有検討会へヒアリングを実施した。



行政の意見は以下の4点であった。 

1)  現在の科学技術では災害を予測することは難しく、

科学技術の力でも未知の部分に行政の長が判断すること

を、報道機関は理解して欲しい。 
2)  自然災害が多発するわが国では、報道機関本来の役

割のほか、地域住民の生命と財産を保護する「防災機

関」としての役割も期待されており、一部の取材マナー

の悪さや報道のセンセーショナリズムは、災害報道のニ

ュースバリューとは何か、災害報道では何を優先して伝

えるべきか、を問題提起しているのではないか。 

3)  住民の安全・安心への関心の高まりやリスクコミュ

ニケーションの取り組みの広がりにより、「被災時に

おける自主避難は住民の意思で行っているもの」と行

政は考えている。 
4)  最近の「避難準備情報1）」と「緊急地震速報」は行

政と報道機関との新たな機関連携事例である。避難準備

情報は、2004 年の水害を受けて災害弱者対策として設

けられたもので、意義は、人的被害の危険性がより不確

実な段階で空振りとなるおそれを承知しつつ、人命の安

全確保を優先し、避難を促す情報を発令することを明確

に位置づけた点にある。緊急地震速報は、2005 年の宮

城県沖地震発生の数十秒前に予知情報として発令され、

画期的なものであったが、首都圏直下地震発生などへの

適用は株の取引に影響を及ぼすなどのインサイダ－情報

化という新たな問題も考えられ、今後、慎重な対応が必

要と指摘されている。 

 

（３）土木技術者が学ぶべき事柄 

かつて、行政機関は災害情報を市民に公開し伝達す

ることに消極的であった。関係市町村は「地価が下が

る」、「観光客が来なくなる」などの理由で公開に消極

的であった。また、緊急時に発令する避難勧告や避難指

示も、先述の報道機関の指摘どおり、発令が遅れること

も少なくなかった。これに対し現在は、以下のような事

実を背景に、行政機関は市民に積極的に災害情報を公開

するようになってきている。①水害の実績図やハザード

マップ、東海地震の津波浸水予想図などが出されても、

ほとんど経済的影響がないこと、②1991 年の雲仙普賢

岳噴火において緊急に作られた火砕流のハザードマップ

が大きな防災効果を発揮したこと、などである。 

このような状況変化の下、我々土木技術者は、土木

構造物の耐震強度や被災時の交通情報提供などについて、

市民と共通の言語を持たずにいるのではないか。また、

我々はハードな防災対策に固執するあまり、より経費と

時間が節約できると言われている「防災情報システムの

構築と避難体制整備の徹底による防災対策」における土

木技術の活用をおろそかにしていないだろうか。 

災害に強い地域をつくるため、地域住民・道路利用

者・事業者、地域の防災関係機関、道路管理者が緊密な

連携・協力を図る地方道路防災連絡協議会などの動きを

見るに、「情報を提供するだけでなく行動に結びつく情

報が必要である（行政）」、「災害の全体像を伝えるこ

とをテレビは得意とするが、個別性・局地性の強い部分

は難しい（報道機関）」といった災対法発令直前の「行

政と報道機関の課題」に対して、土木技術者が解決でき

る事柄も多いのではなかろうか。 

 

３．行政と自主防災組織のあり方 

 

過去の災害を例にとってみても、被災時において行

政と住民の関係が密であることが被害を最小限に留める

ことに繋がっている。その中にあって、1995 年阪神・

淡路大震災では自主防災組織の重要性が指摘されている。

地震発生直後、各消防署には火災や救急を求める通報や

駆け込みが殺到したが、要員や資機材の不足や、倒壊し

た建物で道路が寸断され、現場に急行することができな

かった。こうした中、地域住民が協力し合い、初期消火

により延焼を防止した事例や、救助作業で人命を救った

事例等が多く見られ、地域における自主的な防災活動の

大切さが改めて確認された。生き埋めや建物等に閉じ込

められた被災者のうち、消防など専門の救助隊から助け

られたのは、全体の僅か 1.7%であった。それに対して、

95%は、自力または家族、近隣の人々によって救助され

た。 

本章では、わが国における「自助・共助」の持つ意

味について、行政と自主防災組織が抱える葛藤をヒアリ

ング調査より把握した。その結果を以下にまとめる。 

札幌市災害危機管理室へのヒアリングにより、以下

の3点が報告された。 

1)  災害に繋がるほどの降雨ではないときにも、高齢者

世帯などから自主避難を行いたいがどこに行くべきか、

という問い合わせが多くなっている。 

2)  このことを住民の災害に対する認識が向上した結果

と行政は考えている。 

3)  しかし、危機管理室の設置目的は「被災時における

住民対応」のみでなく「被災時の機関連携」もあり、こ

のままでは、被災時の機関連携に支障を生じかねない。 

次に、樽前山の自主防災組織へのヒアリングでは、

以下の4点が指摘された。 

1)  被災時の自主避難は、一人で避難する場合は少なく、

家族・近所の人単位で動くものなので、地域の防災力を

向上させ、被災時に円滑に避難を行うために、自主防災

組織が必要と考えている。 

2)  自主防災組織は、あくまでも町内会や自治会などが

主体となり地域住民が協力しあって自発的につくるもの

であり、地域の防災活動の拠点となるとともに、防災効
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果がより一層上がることが期待されている。 

3)  上記の理念とは異なり、樽前山周辺には、まだ自主

防災組織がない地域や、組織はあるが活動していない地

域が存在するなど、課題が多い。 

4)  地域住民の自主防災組織に対する認識は必ずしも同

じではなく、行政の一部と考えて自主防災組織に責任の

範囲を求めたり、多くの注文を付ける場合がある。この

場合、自主防災組織のリーダーの資質に全てが任されて

いる。 

 以上のヒアリングから、行政と自主防災組織のあり方

として、以下のことが指摘できないであろうか。 

1)  行政と自主防災組織のどちらが住民の避難に対して

責任を持つかは自明である。しかし、阪神淡路の教訓が

示すように、大規模な災害の発生時（減災時）において、

行政をはじめ防災関係機関は全力で減災活動を行うが、

避難に際して行政が出来る援助（公助）には限界がある。

このように、責任論ではなく「自らの命は自らで守るこ

と（自助）」が減災の基本となる。 
2)  公助と自助の間に、住民グループや組織内での助け
合いが機能するように日頃から交流を深め何が出来るか

を考えておくこと（共助）があり、その意義は大きいこ

とが報告されている。 
3)  減災のための地域防災のあり方は、自助・共助・公
助の組み合わせとして捕らえることが有効である。その

意味では「公」「私」の中間にある「共助」に工夫すべ

き点がある。例えば、①住民ワ－クショップを実施して

地域や災害環境を知ること、②災害時要援護者への支援、

③地域防災リ－ダ－を中心とした広報・教育・訓練の実

施、など日頃の行政－自主防災組織－地域住民の face 
to face の取組が、被災（減災）時における柔軟で弾力
的な自主避難に繋がるものと期待される。 
4)  自主防災組織に入らない世帯、入れない世帯（災害
弱者）などについて、行政は自主防災組織から情報を得

ておき、被災（減災）時の避難行動に生かすべきである。 

 

４．自主防災組織を支援する避難シミュレーター 

 

（１）災住民避難シミュレーターを構築する目的 

 先行研究は片田らの「津波総合シナリオ・シミュレー

ター」である2）、3）。津波災害の場合、災害情報を迅速

かつ正確に地域のすべての人が正しく理解し、一刻も早

く避難を行うことが要求される。しかし、津波災害時に

おけるこれまでの住民調査の結果によると、住民はハー

ド対策への過度の依存や、行政依存、情報依存から避難

を行わないとされている。このような状況に対処するた

めには、避難の必要性を伝える避難啓蒙活動では効果が

十分とは言いがたいため、津波の危険性を認識し、自発

的に避難を決断できる住民となるように津波防災教育が

必要となる。そこで、効果的な教育ツールとして「津波

総合シナリオ・シミュレーター3）」が開発された。 

本研究で対象とする火山災害は、津波災害よりも避

難に時間的な余裕があり、適切な避難計画を策定するこ

とで人的被害を最小限に抑えることが可能である。そこ

で、目指すべき「住民避難シミュレーター」には以下の

条件が満足されていることが重要である。 

1)  地域防災リ－ダ－づくりに役立つこと 
2)  避難行動を的確に表現できること  

3)  自主防災に役立つモデル構造であること 

4)  操作性が高いこと 

5)  弾力的に更新できること 

 土木計画学の研究から観ると、上記の1)と2)が一番難

しい。これは、社会学・心理学などの社会科学の知識を

援用してモデル構築する必要からである。例えば、「避

難勧告が出されても住民の20％しか避難を行わない」と

いう現実をどのようにモデル化すべきであろうか。また、

外力の設定においては自然科学の知識が不可欠である。 

 

（２）住民避難シミュレーター構築に必要な要素 

 被災時、住民は外力の程度（災害シナリオ）を見極め

て避難を行うかの意思決定を行う。その際、自主防災組

織が有効に働けば、地区の避難先導者が他の住民（追従

者・災害弱者の一部）を引き連れて効果的な避難ができ

る。効果的な避難のためには、要避難時間、避難場所・

ル－トなどの避難シナリオを避難先導者が熟知している

必要がある。図-１に住民避難シミュレーターを構築す

る上で必要となる要素を示した。 

 

 

 

 

 

 

 

図-１ シミュレーター構築に必要な要素 

 

（３）災害シナリオ 

樽前山は、中規模噴火が起こりやすいことが指摘さ

れている。しかし、樽前山噴火時における従来のハザー

ドマップは、大規模噴火の予測に限定されたもので、中

規模噴火が起こったときの被害の規模については地域住

民には知らされていない。このため、行政も住民も、ひ

とたび噴火が起きると 1m もの降灰があり、死者も出る

であろうと考えている人が多い。このような「脅かし情

報」とも考えられる情報提供のみでは、噴火時の避難行

動を諦める人が多くなることが予想される。 

専門家は、噴火活動そのものではなく、噴火後の泥
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流災害に対する対応が重要であることを指摘している。

特に、降雨、融雪などによる泥流災害は予測が難しい。

泥流は、噴火開始から数ヶ月～1 年以上経ってから発生
する場合も考えられるため、地域住民は「避難慣れ」し

ていることが予想される(図-２)。 
 

 

 

 

 

図-２ 泥流災害について 

 

（４）避難者の分類 

被災時において地域住民は、災害情報をもとに被害

の状況に応じて避難場所へ円滑に移動する。住民避難シ

ミュレーターでは、正しい情報・知識を持った先導者が、

誰かに追従して避難する追従者や、自力での避難が困難

な災害弱者を連れて避難する状況を表現する。 

しかし、実際の被災時において避難者は、先導者・

追従者・災害弱者の3種類のみに分類できるのか、とい

う課題が残る(図-３)。 

 

 

 

 

図-３ 避難者の分類 

 

（５）ケ－ススタディ（基礎的検討） 

本節では、避難行動に関するアンケート調査から先

導者を抽出する。対象者は、苫小牧市で行われた防災講

演に参加した「樽前山噴火に関心の高い地域住民（高齢

者が多かった）」である。表-1に調査の概要を示す。 

表-1 調査概要 

 

 

 

 

分析の詳細は発表時に示すが以下のことが明らかに

なった。 

1)  火山噴火の危険性を感じた時に自分の意思で避難を

開始する人、つまり自主避難を行う人は45％ 

2) 避難時に家族を連れて避難すると答えた人が 55%、

地域住民を引き連れて避難すると答えた人は15% 

3) 家族、または地域住民の力を借りて避難するという

人は19% 

先導者の抽出例を示す。先導者を、自主避難を行い、

被災時に家族または地域住民を連れて避難し、避難場所

を知っていると答えた人と定義した（図-４）。この定

義により、被災時に地域住民を連れて避難すると答えた

人は全体の 4％と少なく、被災時に家族を連れて避難す

ると答えた人は全体の15％だった。 

先導者の抽出はより精緻に行う必要があるが、本章

で示した先導者と追従者の概念はマルチエージェント・

シミュレーションの適用を意識したアプロ－チである。

先に示したシミュレ－タ－が具備すべき要件から分かる

ようにモデル構築の目的は、避難行動を正確に再現する

ことではなく、図-１に示す避難要素の変化が自主避難

へ与える影響を知ることにある。そのためには、まず、

研究者が簡単なモデルを作り、それを自主防災組織のリ

－ダ－とともに改善してゆくという方法も重要となる。 

その意味では、交通工学・交通計画に見られる「予

測型」「診断型」のモデル構築ではなく、「計画型（望

ましい状況を合意形成しながら作ってゆく）」のモデル

構築と言えよう。 

 

 

 

 

 

 

図-４ 先導者 

５. おわりに 

 

本研究で考察した点は以下の 3 点であり、その妥当

性を発表会で議論できれば幸いである。 

1)「防災・減災」に関わる制度設計は緒に就いたばかり

であり、行政と報道機関の認識の違いで例示した「住民

の自主避難」の議論は、今後、両者の機関連携を進める

上で有意義である。これに対して、我々土木技術者は、

土木構造物の耐震強度や被災時の交通情報提供などにつ

いて、市民と共通の言語を持たずにいるのではないか。 

2)「共助」として、例えば、①住民ワ－クショップを実

施して地域や災害環境を知る、②地域防災リ－ダ－を中

心とした広報・教育・訓練を実施する、ことへ土木技術

者が平時より積極的に関与してゆくべきではないか。 

3)自主防災組織に役立つ避難行動シミュレ－タ構築上の

留意点を示したが、これは妥当か。 
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